
 

 

「(財)横浜市総合保健医療財団」「(福)横浜市リハビリテーション事業団」の

経営改革に関する方針案について 
 

本市では、平成 21 年３月から外部の有識者による「横浜市外郭団体等経営改革委員会」におい

て、外郭団体ごとの経営課題について審議を行い、提言をいただいた団体から順次、本市としての

「経営改革に関する方針」を決定しています。 

これまで、昨年 10 月に 12 団体、本年２月に 10 団体の「経営改革に関する方針」を決定しまし

たが、このたび、新たに 17 団体の「経営改革に関する方針案」等を決定しましたので、このうち

当局が所管する「(財)横浜市総合保健医療財団」「(福)横浜市リハビリテーション事業団」に関す

る方針案についてご報告します。 

 

１ 横浜市外郭団体等経営改革委員会における審議状況 

（１）審議回数 

２回（第１回委員会（平成 22年 11月開催）・第２回委員会（平成 23年１月開催）） 

 

（２）経営改革委員会からの提言内容（平成 23年３月 30日公表） 

ア（財）横浜市総合保健医療財団について 

団体分類（※）：「引き続き経営努力が必要な団体」 

主な内容：①今後も団体の専門性・独自性をさらに高め、引き続き地域の保健・医療・福

祉に貢献すること。 

②収入の確保と業務の効率化による費用の削減をさらに進めること。 

③団体の専門性を高め、安定的な団体運営を維持する観点から、団体職員の管

理職登用をさらに進めること。 

 

イ（福）横浜市リハビリテーション事業団について 

団体分類（※）：「引き続き経営努力が必要な団体」 

主な内容：①公益性・専門性の高い事業を今後も安定して担っていくために、市との協力

による債務超過の解消に向け団体としての取組を着実に進めること。 

②公益性が高く、職員には高度の専門性が求められる団体であり、団体運営の

自立性を高めるためにも、人材の育成・登用計画を着実に実施すること。 

 

 

 

 

 

平 成 2 3 年 ５ 月 2 6 日 

健康福祉・病院経営委員会 

配 付 資 料 

健 康 福 祉 局 

※団体分類は、以下の４つの分類から、団体ごとに決定しています。 

①統合・廃止の検討が必要な団体   ②民間主体の運営が望ましい団体 

③事業等の再整理が必要な団体    ④引き続き経営努力が必要な団体 
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２ 方針案の概要 
（１）（財）横浜市総合保健医療財団について  

ア 団体分類 

「引き続き経営努力が必要な団体」 

方向性：複合施設として公益的役割を担うとともに、専門性の高い人材の育成・確保を図

りながら、今後も引き続き安定した事業運営を行えるよう財務状況の維持に努め

る。 

 

イ 具体的な取組内容 

①団体の役割（公益的使命・市の関与の見直し） 

診療所では、市民ニーズの高い認知症診断・認知症外来を可能な限り枠を増やし、実施

します。 

②財務改善（市の財政支援） 

中期経営計画を策定し、研修会を開催するなど、関係機関と情報を共有するとともに、

密接な連携を図り、引き続き各分野の稼働率の確保・向上に努めます。 

③人事組織（市の人的支援） 

中長期的な視点から人材マネジメントを考え、研修へ職員を参加させるなど、専門性の

高い職員の育成や安定した職員の確保に努めます。 

 

（２）（福）横浜市リハビリテーション事業団について 

ア 団体分類 

「引き続き経営努力が必要な団体」 

方向性：新たな人事給与制度の本格的導入や効率的な運営により団体としての自立性を高

めながら、市と連携し利用者のニーズに対応したリハビリテーション事業を遂行

する。 

 

イ 具体的な取組内容 

①団体の役割（公益的使命・市の関与の見直し） 

事業実施による評価を高めていくために、変化する社会ニーズの的確な把握と、それに

応じた利用者サービスの改善や新たなニーズへの対応の強化を図ります。 

②財務改善（市の財政支援） 

退職給与引当金の見合資産である退職給与積立預金の不足により債務超過となってい

ますが、基本的にはこれまでの市の厳しい財政事情が影響しているもので、市の財政支援

を継続していく必要があります。 

団体においては、人件費を含め、よりコストパフォーマンスを意識した予算の執行に努

めます。 

③人事組織（市の人的支援） 

団体運営の自立性を高めるため、法人本部に対する職員の派遣を見直すなど、市の人的

支援の内容について見直しを進めます。 

団体においては、新たな人事給与制度について、職員のモチベーションにも配慮しなが

ら、専門性の向上やそれを評価する仕組みなど、その効果の検証を行います。 

 

３ 今後のスケジュール（予定） 
今後、「具体的な取組内容」に基づき、市と団体の共通の経営目標となる「次期協約（期間：

平成 23～25 年度）」の策定に向け、団体と協約項目や目標値（数値目標等）、スケジュールなど

の協議を進めます。 

なお、次期協約は、本年６月を目処に策定します。 
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（ ・ ％ ）

・
・

・

　

【 横浜市外郭団体等経営改革委員会 提言 】

① 団体の役割（公益的使命、市の関与の見直し）

・

・

・

②

・

・
・

③

・

・

・

・

・

・

・

（認定準備・申請） (認定)

 (実施)

(策定) (実施)

(策定) (実施)

うち本市出資額・割合 千円 100.0

健康福祉局保健事業課

団体概要（平成23年５月１日現在）

300,000基本金 300,000 千円

横浜市港北区鳥山町1735番地所在地 設立 平成4年4月1日

25年度 26年度以降24年度23年度

横浜市総合保健医療センター管理運営事業
神奈川区精神障害者生活支援センター管理運営事業

磯子区精神障害者生活支援センター管理運営事業

人材育成のための積極的な専門研修への派遣・参加、研修経費の充実

精神障害者支援施設の延べ利用者数の増加、福祉サービスの第三者評価の受審

診療所入所稼働率の確保、短期入所病床の確保

ス
ケ
ジ

ュ
ー

ル

項目

財務の改善

公益法人化

中期経営計画の策定

人材育成計画の策定

市所管課

「介護老人保健施設」では、医療ニーズが高く、他の民間施設では受け入れることが困難な
利用者を多く受け入れます。

「診療所」では、市民ニーズの高い認知症診断・認知症外来を可能な限り枠を増やし、実施
します。

　精神障害者、要介護高齢者、認知症高齢者に対する在宅支援を基本に、引き続き、他の機関・
団体が取り組まない、取り組みにくい事業を積極的に実施するとともに、時代に即した市民ニー
ズ、社会ニーズを把握して事業運営を行います。一方で、経営の安定化を図るため、収入増加と
経費削減に努め、経営基盤を強化します。

（　協約を締結　　する　・　しない　）

引き続き、現在の団体運営及び財務状況を維持するとともに、さらなる経営努力を続けるべきもの

主要事業

方
針

引き続き経営努力が必要な団体

市が期待
する役割

引き続き経営努力が必要な団体

財務改善（市の財政支援）

　センターの各施設が連携を図り、精神障害者、要介護・認知症の高齢者等の市民の在宅
生活を専門的、総合的に支援するとともに、地域における保健、医療の向上を図る役割を
団体に対して期待しています。

具
体
的
な
取
組

退職給付引当資産について、今後の退職動向を見据え、適切な水準を維持していきます。

人事組織（市の人的支援）

中期経営計画を策定し、研修会を開催するなど、関係機関と情報を共有するとともに、密接
な連携を図り、引き続き各分野の稼働率の確保・向上に努めます。

「精神障害者支援施設」では、「医療」、「生活」、「就労」について、総合的に一貫した
支援を行います。

中長期的な視点から人材マネジメントを考え、研修へ職員を参加させるなど、専門性の高い
職員の育成や安定した職員の確保に努めます。

人材育成計画を策定し、固有職員の管理職への登用を積極的に進めます。

介護老人保健施設短期入所の受入れ割合の確保、入所の稼働率を確保

団
体
と
協
議
の
上
確
定

協
約
項
目
案

(収入/支出)の比率の維持、退職給付引当金に対する退職給付引当資金の割合の増加

近隣施設との共同発注等を進めるなど、経費の削減に努めます。

 複合施設として公益的役割を担うとともに、専門性の高い人材の育成・確保を図りなが
ら、今後も引き続き安定した事業運営を行えるよう財務状況の維持に努める。 

財団法人横浜市総合保健医療財団 

【横浜市健康福祉局】 団体ごとの経営改革に関する方針案 
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（ ・ ％）

・
・

・

・

・

　

【 横浜市外郭団体等経営改革委員会 提言 】

① 団体の役割（公益的使命、市の関与の見直し）

・

・

②

・

・

③

・

・

・

・

・

 ・

・

・

 検討・改善・段階的実施 （モニタリング等の計画的な実施）  継続実施

検討・段階的実施 市内半数程度の区で実施  拡充

検討・試行 １エリアで実施  拡充

検討・実施  継続実施

検討・実施  継続実施(中長期）

高度な専門性と総合性を有し、指定管理業務などを通して、医療をはじめ社会的、心理
的、教育的及び職業的分野に至るリハビリテーションサービスを、市民のニーズに応じて
適切に実施すること

横浜市の障害福祉施策を専門的見地から先駆的に推進し、リハビリテーション、療育並び
に障害者のスポーツ及び文化に関する本市の中核的役割を担うこと

団体においては、人件費を含め、よりコストパフォーマンスを意識した予算の執行に努めます。

25年度 26年度以降24年度

市が期待
する役割

ス
ケ
ジ

ュ
ー

ル

項目 23年度

療育ニーズへの対応

高次脳ネットワーク構築

地域支援ネットワーク構築

収入増・経費削減取組

研修・人材登用計画

団
体
と
協
議
の
上
確
定

協
約
項
目
案

リハセンター、療育センターにおける発達障害の支援体制の再構築（療育部門の機能の再編・相談部門の強化等）

高次脳機能障害者支援を推進するための地域ネットワークの構築（25年度までに市内半数程度の区で実施）

横浜ラポールの地域におけるネットワーク構築（25年度までに市内１エリアで実施）

各施設・事業における増収策の推進及び事務的経費の削減

専門知識や技術をサービス向上に活かすための人材育成の仕組みづくり（研修計画の見直し）

具
体
的
な
取
組

事業実施による評価を高めていくために、変化する社会ニーズの的確な把握と、それに応じた
利用者サービスの改善や新たなニーズへの対応の強化を図ります。

障害児・者の地域生活の充実を目指し、地域の人的・社会的資源とも協働して、障害児・者の
ライフステージに適合したサービスの提供を行います。

財務改善（市の財政支援）

退職給与引当金の見合資産である退職給与積立預金の不足により債務超過となっていますが、
基本的にはこれまでの市の厳しい財政事情が影響しているもので、市の財政支援を継続してい
く必要があります。

近隣施設との共同発注や横浜ラポールの夜間利用率の向上など、各施設において、経費の削減
や増収策の実施に取り組み、より効率的な施設運営を図ります。

人事組織（市の人的支援）

団体運営の自立性を高めるため、法人本部に対する職員の派遣を見直すなど、市の人的支援の
内容について見直しを進めます。
新たな人事給与制度について、職員のモチベーションにも配慮しながら、専門性の向上やそれ
を評価する仕組みなど、その効果の検証を行います。
豊かな人間性と最新の専門知識・技術をもつ職員を育成するため、人材育成や人材登用計画の
構築を進めます。

方
針

引き続き経営努力が必要な団体 （　協約を締結　　する　・　しない　）

　市のリハビリテーションサービスに関する施策を推進する上で欠かせない高度な専門性と事業
運営に必要なノウハウを蓄積しており、団体の公益的使命については変わりないが、団体として
の自立性を高めるため、市との協力による債務超過の解消に向け団体としての取組を着実に進め
るとともに、人材の育成・登用計画を着実に実施していくものとします。

引き続き経営努力が必要な団体

団体運営（公益的使命等）に問題はないが、財務状況の改善に向け経営改革を進めるべきもの

主要事業

横浜市総合リハビリテーションセンター及び福祉機器支援センターの管理運営
横浜市地域療育センター（戸塚・北部・西部）の管理運営

障害者スポーツ文化センター横浜ラポールの管理運営

30,000 千円 100.0

市所管課 健康福祉局障害企画課

基本金 30,000 千円

団体概要（平成23年５月１日現在）

所在地 横浜市港北区鳥山町１，７７０番地 設立 昭和62年4月1日

うち本市出資額・割合

 新たな人事給与制度の本格的導入や効率的な運営により団体としての自立性を高めなが
ら、市と連携し利用者のニーズに対応したリハビリテーション事業を遂行する。 

社会福祉法人横浜市リハビリテーション事業団 

【横浜市健康福祉局】 団体ごとの経営改革に関する方針案 
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